
 

 

 

 

 

 

 

いじめ問題への取組 

 

いじめに取り組む基本姿勢は、人権尊重の精神を貫いた教育活動を展開し、「いじめは絶対に許

されない」という意識を一人一人の児童生徒に徹底させるとともに、教職員自らそのことを自覚し、

保護者や地域に伝えていくことが必要です。いじめが生じた場合には「いじめられている子どもを

必ず守り通す」という覚悟のもと、組織的な対応によって問題の解決を図ります。 

いじめ問題への取組については、文部科学省の「学校におけるいじめ問題に関する基本的認識と

取組のポイント」に示されている次のような点を踏まえ、適切に対応する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

最強にして最終的ないじめ対策 

いじめの起こりにくい学校・学級づくり 
 

学校生活の中では、児童生徒同士のトラブルは、ある意味日常的なものと言えます。しかし、そ

うしたトラブルがいじめ問題へと発展していかないように、未然防止を図ることが重要です。 

そのためには、「発生してから対応する（事後対応）」という考え方から、「問題が発生しにく

い学校・学級をつくる（未然防止）」という生徒指導観の転換が欠かせません。 

学校教育は本来、すべての児童生徒を対象に、心の結びつきを深め、健全な社会性をはぐくむと

いう使命を負っています。児童生徒が本来もっているよさや可能性を引き出すなどの積極的な生徒

指導（予防・開発的生徒指導）を推進し、起きにくくするために力を尽くすことが、ひいてはいじ

めを許さない児童生徒を育むことにつながります。 

 

 

 

 

第２号（平成 24 年 12 月 20 日発行） 

 

 
 

長野県教育委員会事務局教学指導課心の支援室 

いじめ対応充実の手引き② 

チームで素早く丁寧に対応するために 

いじめ問題への基本的認識 

○ いじめは「絶対に許されない」という強い認識をもつ。 

○ いじめられている児童生徒の立場に立った親身な指導を行うこと。 

○ いじめは家庭教育の在り方に大きな関わりがある。 

○ いじめ問題は学校・教師の児童生徒観や指導のあり方が問われる。 

○ 学校・家庭・地域社会等、関係者が一体となって取り組む必要がある。 



 

いじめの起こりにくい学校づくりのためのビジョンの共有 

目指すべき児童生徒や教職員集団の姿を描きながら、全教職員で取り組むべき方向を共通理解し、

さまざまな教育活動を通して、学校の創意工夫を生かした魅力ある学校づくりを推進していきまし

ょう。 

その際、児童生徒はもちろん、保護者や地域のみなさんにも周知し、共通理解を図りましょう。 

 

  

  

 「いじめの起こりにくい学校」の全体像を描き、学校教育目標具現のためのグランドデザインや、

人権教育全体計画に位置づけましょう。全教職員で方向性を共通理解したうえで、児童生徒のよさ

や課題、教職員の力、地域の特長などを生かした教育活動を展開していけるようにしましょう。 

 

【例 児童生徒の実態や、願いから各学年の目標を設定したＢ小学校の人権教育全体計画（一部抜粋）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめの起こりにくい学校の全体像 

 

 

 



 

 

｢いじめに係る学校訪問｣では、多くの学校で児童生徒や保護者に「いじめは絶対に許さない」と

いう学校の姿勢を、「学校便り」、「人権教育月間における校長講話や係講話」、「生徒会による

メッセージ」などを通して周知していました。教職員がその姿勢を貫くとともに、児童生徒や保護

者、地域と共有することによって、学校や学級に「いじめを許さない」風土が築かれていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめは許さないという姿勢の周知 

【Ａ
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、
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                     各市町村教育委員会の制度を確認しましょう。 

学校教育法第三十五条に規定されている、市町村教育委員会が行うこの制度は、出席停止を命

ずる児童生徒に懲戒という観点から適用するのではなく、学校の秩序を維持し、他の児童生徒の

教育を受ける権利を保障するという観点から設けられています。すなわち、出席停止を命じる児

童生徒の教育を受ける権利にも配慮し、出席停止期間中の個別指導計画を作成し、学習の遅れが

生じないような対応が必要です。 

 

○出席停止に係る手続きの概要（例） 
 
                       

出席停止制度の運用上の手続きと留意点 

⑨ 出席停止期間終了後の対応 

保護者、関係機関と連携し、適切な指導

を継続する。 

① 保護者への制度の周知 

全ての保護者に対して、年度当初に出席

停止制度の趣旨説明を行う。 

② 問題行動を起こす児童生徒の把握と個

別の指導記録の作成 

児童生徒の問題行動を把握したときは、

速やかに教育委員会に報告･相談をする。 

必要に応じて関係機関（警察、児童相談

所等）と連携する。 

問題行動の事実関係や学校の指導経過を

記録する。 

③ 教育委員会への意見具申 

教育委員会に対し、出席停止に係る意見

具申書を提出する。 

・その際、個別の指導記録、個別指導計

画案を添える。 

④ 保護者からの意見聴取 
保護者に意見聴取通知をし、意見聴取を

実施する。 

⑤ 出席停止措置の決定 

学校長の意見、保護者から聴取した意見

を勘案し、出席停止措置を決定し、保護者

に出席停止決定通知を交付する。 

⑥ 出席停止期間中の個別指導計画の作成 

学校が作成した案をもとに個別指導計画

を作成する。 

⑦ 指導体制の整備 
状況に応じて、サポートチームなどを組

織し、指導や援助を行う。 

○ 出席停止期間短縮・解除・延長の決定 

短縮及び延長については、出席停止期間

変更通知を保護者に交付する。 

⑧ 出席停止期間中の指導の実施 

個別の指導計画をもとに、指導を行う。 

○ 教育委員会への報告 

当該児童生徒の状況等を教育委員会に随

時報告する。 

出席停止期間の短縮及び延長が必要な場

合は、意見具申書を教育委員会に提出する。 

学校・保護者・教育委員会が
連携し、 
①学校の秩序維持と教育を受け
る権利の保障 

②出席停止を命じる児童生徒の
学校や学級への円滑な復帰 

 を目指す。 

 

 

〔学校〕 

〔市町村教育委員会〕 

【参考】 学校教育法（児童の出席停止） 

第三十五条 市町村の教育委員会は、次に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不良で

あって他の児童の教育に妨げがあると認める児童があるときは、その保護者に対して、児童の出

席停止を命ずることができる。 

一 他の児童に傷害、心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為 

二 職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為 

三 施設又は設備を損壊する行為 

四 授業その他の教育活動の実施を妨げる行為 

【参考】 


